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松山市子ども・子育て支援事業計画の基本施策と取り組み・事業　平成３０年度実施状況

推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 【参考】平成29年度実施状況 平成30年度実施状況

1-1 1

認定こども園

（施設型保育給
付）

保育・幼稚園課

就学前の子どもに関する教育・保育
や地域での子育て支援を総合的に提
供する機能を備えた「認定こども
園」の設置が推進されるよう支援し
ます。また、認可保育所整備と併せ
て、必要な入所定員の確保に努めま
す。

平成28年度と比較すると、幼保連携型は9か所から11か所、幼稚園型は4か所から5か所、保育所型は8か所から9か所
（公立2園含む）、地方裁量型は4か所から5か所、合わせて25か所から30か所の計5か所増えました。
利用定員については、教育を希望する3歳以上児の1号は3,216人分、保育を必要とする3歳以上児の2号は1,129人分、
同じく保育を必要とする3歳未満児の3号は861人分をそれぞれ確保しました。
また、幼稚園教諭免許状取得者が保育教諭取得のため、保育士資格取得支援事業を活用して、28年度に資格を取得
し、1年以上継続就労された2名の方に補助金を支出しました。また、同事業を活用し、平成29年度は新たに17名の方
が保育士資格を取得されました。

平成29年度と比較すると、幼保連携型は11か所から15か所、幼稚園型は5か所から7か所、保育所型は9か所から12か
所（公立2園含む）、地方裁量型は5か所から4か所、合わせて30か所から38か所の計8か所増えました。
利用定員については、教育を希望する3歳以上児の1号は3,825人分、保育を必要とする3歳以上児の2号は1,504人分、
同じく保育を必要とする3歳未満児の3号は1,098人分をそれぞれ確保しました。
また、幼稚園教諭免許状取得者が保育教諭取得のため、保育士資格取得支援事業を活用して、29年度に資格を取得
し、1年以上継続就労された15名の方に補助金を支出しました。また、同事業を活用し、平成30年度は新たに2名の方
が保育士資格を取得されました。

1-1 2

幼稚園

（施設型保育給
付）

保育・幼稚園課

幼児期の特性を踏まえ、生涯にわた
る人格形成の基礎を培うとともに、
小学校以降の教育の基盤をつくる教
育環境の整備を図ります。

平成28年度と比較すると、11か所から12か所（市立5園、私立7園）に1か所増えました。
利用定員については、教育を希望する3歳以上児の1号を1,349人分確保しました。

平成29年度と比較すると、12か所から15か所（市立5園、私立10園）に3か所増えました。
利用定員については、教育を希望する3歳以上児の1号を1,688人分確保しました。

1-1 3

保育所

（施設型保育給
付）

保育・幼稚園課

保育を必要とする子どもの受け入れ
を行い、日々の保育を実施します。
また、事業計画に基づき、認可保育
所整備を推進するなど、必要な入所
定員の確保に努めます。

市内の保育所は55園（公立24園、私立31園）で、利用定員については、保育を必要とする3歳以上児の2号は3,010人
分、保育を必要とする3歳未満児の3号は2,160人分、合計5,270人分を確保しました。
また、新規の認可申請はありませんでした。

平成29年4月1日時点での待機児童数は、88人でした。

市内の保育所は51園（公立24園、私立27園）で、利用定員については、保育を必要とする3歳以上児の2号は2,831人
分、保育を必要とする3歳未満児の3号は2,099人分、合計4,930人分を確保しました。
また、新規の認可申請はありませんでした。

平成30年4月1日時点での待機児童数は、36人でした。

1-1 4

家庭的保育

（地域型保育給
付）

保育・幼稚園課

家庭的保育者が、居宅等のさまざま
なスペースで、家庭的な雰囲気のも
と、少人数（５人以下）の保育を必
要とする乳児・幼児（原則として満
３歳未満）を対象に保育を実施する
事業です。子ども・子育て支援新制
度では、新たに市町村の認可事業と
して位置付けられ、地域のニーズに
応じて計画的に整備を進めていきま
す。

平成29年度も、新規申請がなかったため、実施施設はありませんでした。 平成30年度も、新規申請がなかったため、実施施設はありませんでした。

1-1 5

小規模保育

（地域型保育給
付）

保育・幼稚園課

都市部等で増加する満３歳未満児の
保育需要への対応や人口減少地域等
で保育基盤の維持を図るため、保育
を必要とする乳児・幼児（原則とし
て満３歳未満）を対象に、定員６人
以上２０人未満の比較的小規模で家
庭的保育事業に近い雰囲気で、保育
を実施する事業です。子ども・子育
て支援新制度では、新たに市町村の
認可事業として位置付けられ、地域
のニーズに応じて計画的に整備を進
めていきます。

平成28年度と比較すると、13か所から18か所（A型：18か所）に5か所増えました。
利用定員については、保育を必要とする3歳未満児の3号を320人分確保しました。

平成29年度と比較すると、18か所から25か所（A型：25か所）に7か所増えました。
利用定員については、保育を必要とする3歳未満児の3号を453人分確保しました。

1-1 6

居宅訪問型保育

（地域型保育給
付）

保育・幼稚園課

保育を必要とし、障がいや疾病等に
より集団保育が著しく困難と認めら
れる乳児・幼児を対象に、その乳
児・幼児（原則として満３歳未満）
の居宅で１対１を基本とする保育を
実施する事業です。子ども・子育て
支援新制度では、新たに市町村の認
可事業として位置付けられ、地域の
ニーズに応じて計画的に整備を進め
ていきます。

平成29年度も、新規申請がなかったため、実施施設はありませんでした。 平成30年度も、新規申請がなかったため、実施施設はありませんでした。

1-1 7

事業所内保育

（地域型保育給
付）

保育・幼稚園課

企業が主として従業員の仕事と子育
ての両立支援策として設置する事業
所内保育施設で、その従業員の子ど
もや地域の子どもで、保育を必要と
する乳児・幼児（原則として３歳未
満）を保育する事業です。子ども・
子育て支援新制度では、新たに市町
村の認可事業として位置付けられ、
企業の意向や地域のニーズに応じて
計画的に整備を進めていきます。

平成28年度と比較すると、5か所（保育所型：2か所、小規模型：3か所）から6か所（保育所型：2か所、小規模型：4
か所）に1か所増えました。
利用定員については、保育を必要とする3歳未満児の3号を57人分確保しました。

平成29年度と比較すると、6か所（保育所型：2か所、小規模型：4か所）から8か所（保育所型：2か所、小規模型：6
か所）に2か所増えました。
利用定員については、保育を必要とする3歳未満児の3号を101人分確保しました。

2-1 8 利用者支援事業
保育・幼稚園課
健康づくり推進課

子ども及びその保護者が、認定こど
も園・幼稚園・保育所での教育・保
育や一時預かりなどの地域子ども・
子育て支援事業等の中から適切なも
のを選択し、円滑に利用できるよ
う、市役所や地域子育て支援拠点な
どで相談を受け付けるなど利用者支
援を図ります。

（進捗管理表作成） （進捗管理表作成）

2 ページ



推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 【参考】平成29年度実施状況 平成30年度実施状況

2-1 9 一時預かり事業 保育・幼稚園課

保護者の就労や、疾病・入院、災
害・事故、育児等に伴う心理的・肉
体的負担の解消のため、一時的に認
定こども園、幼稚園、保育所などで
保育を行います。

（進捗管理表作成） （進捗管理表作成）

2-1 10 延長保育事業 保育・幼稚園課
就労形態の多様化に伴う保育需要に
対応するため、通常保育を延長した
保育を行います。

（進捗管理表作成） （進捗管理表作成）

2-1 19
実費徴収に係る補
足給付を行う事業

保育・幼稚園課

子ども・子育て支援新制度での支給
認定子どもが、特定教育・保育等を
利用した際の給食費や教材費・行事
費等の実費負担分について、生活保
護世帯等に対し、費用助成を行いま
す。

（進捗管理表作成） （進捗管理表作成）

2-1 20

多様な主体が本制
度に参入すること
を促進するための
事業

保育・幼稚園課

地域ニーズに即した保育等の事業充
実を図るため、新規の事業者が円滑
に、新制度で保育所、小規模保育事
業等での保育等事業に参入できるよ
う必要な支援を行います。

（進捗管理表作成） （進捗管理表作成）

2-2 27 休日保育事業 保育・幼稚園課

就労形態の多様化に伴う保育需要に
対応するため、日曜日・祝日の保育
を行います。地域のニーズを検証し
ながら、実施施設の拡大を検討しま
す。

実施施設数は20か所
平成29年度利用児童延べ人数：6,186人

実施施設の利用児童延べ人数と同様に、利用児童実人数も421人から496人と増加傾向にあります。

実施施設数は19か所
平成30年度利用児童延べ人数：5,709人

実施施設の利用児童延べ人数と同様に、利用児童実人数は495人から462人に減少しましたが、地域のニーズを検証しなが
ら、必要に応じ、実施施設の拡大を検討します。

2-2 28 夜間保育事業 保育・幼稚園課

夜間でも保育を必要とする子どもに
対し、保育を行います。地域のニー
ズを検証しながら、実施事業者の拡
大を検討します。

実施施設数は1か所
施設名：ふくろうの家
場所：久万ノ台173
利用定員：20人
延べ利用者数：181人
開所時間：11:00～22:00
実施施設の利用者数は、減少傾向にあるが、今後もニーズを検証しながら、必要に応じ、実施事業者の拡大を検討していき
ます。

実施施設数は1か所
施設名：ふくろうの家
場所：久万ノ台173
利用定員：20人
延べ利用者数：245人
開所時間：11:00～22:00
29年度と比べ延べ利用人数は増加しているため、ニーズを検証しながら、必要に応じ、実施事業者の拡大を検討していきま
す。

2-2 29 乳児保育事業 保育・幼稚園課

乳児を保育施設にて保育します。景
気の低迷等による共働き世帯の増加
に伴い、乳児の保育ニーズは高まっ
ていることから、今後も事業の拡大
と質の向上に努めます。

乳児保育園3か所を含む、85か所で乳児（満1歳に満たない児童）を保育しました。
新たに地域型保育事業や認定こども園に移行した施設等が加わり、実施施設数が増加しました。
公立保育所：9か所
私立保育所：30か所
認定こども園：22か所
地域型保育事業：24か所

乳児保育園3か所を含む、93か所で乳児（満1歳に満たない児童）を保育しました。
新規の地域型保育事業実施施設が加わり、施設数が増加しました。
公立保育所：9か所
私立保育所：26か所
認定こども園：26か所
地域型保育事業：32か所

2-2 30
保育教諭及び保育
士の研修事業

保育・幼稚園課
各種研修会への職員派遣及び研修会
の開催により、保育教諭及び保育士
の知識及び技能の向上を図ります。

保育所等全体の「保育の質」の向上、職員の保育の専門性を高めるため、研修会を開催・参加するように努めまし
た。
○松山市保育会研修会
 ・市からの委託事業による研修：6回（572人）　・保育会独自の研修：4回（269人）
○愛媛県保育協議会研修：11回（91人）
○派遣研修：5回（7人）
○保育・幼稚園課主催研修
 ・障がい児保育研修：5回（381人)　・地域子育て支援センター保育士研修：6回（238人）

保育所等全体の「保育の質」の向上、職員の保育の専門性を高めるため、研修会を開催・参加するように努めまし
た。
○松山市保育会研修会
 ・市からの委託事業による研修：6回（597人）　・保育会独自の研修：3回（485人）
○派遣研修：4回（4人）
○保育・幼稚園課主催研修
 ・障がい児保育研修：5回（458人)　・地域子育て支援センター保育士研修：6回（195人）

2-2 31
一時預かり事業
【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【２－１】
通番 9参照

2-2 32
公立保育所の民間
委託

保育・幼稚園課

民間活力の活用によって、より一層
の利用者ニーズにこたえるととも
に、中長期にわたり安定した新たな
保育の供給システムの構築を図りま
す。

実施園数は10園。
委託各園では、休日保育や2時間の延長保育等の事業のほか、創意工夫を凝らした活動や行事を行っており、多くの
保護者の方から高い評価を得ています。

委託園10か所：石井、伊台、生石、小百合、平井、浮穴、堀江、桑原、道後、中須賀

今後の状況を見極めて公立保育所の民間委託の方向性を検討することにしています。

実施園数は10園。
委託各園では、休日保育や2時間の延長保育等の事業のほか、創意工夫を凝らした活動や行事を行っており、多くの
保護者の方から高い評価を得ています。

委託園10か所：石井、伊台、生石、小百合、平井、浮穴、堀江、桑原、道後、中須賀

今後の状況を見極めて公立保育所の民間委託の方向性を検討することにしています。

2-2 33
地域保育所（認可
外保育施設）施設
運営補助事業

保育・幼稚園課

地域保育所（認可外保育施設）への
補助事業により、保育の提供支援
と、入所児童の健康・福祉の向上に
努め、継続的に支援を行います。

市内にある地域保育所のうち27施設に対して、運営費補助、児童健康診断などに対する補助、夜間保育や休日保育な
どの多様な保育に対する補助を行いました。

市内にある地域保育所のうち22施設に対して、運営費補助、児童健康診断などに対する補助、夜間保育や休日保育などの
多様な保育に対する補助を行いました。

3 ページ



推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 【参考】平成29年度実施状況 平成30年度実施状況

2-2 34
認証保育所制度の
運用

保育・幼稚園課

地域保育所（認可外保育施設）のう
ち、一定の基準を満たした施設を
「認証保育所」として松山市が認証
し、運営費等の補助や、保護者への
保育料補助を行うなど、乳幼児がよ
り良好な環境で保育を受けることが
できるよう、保育水準の向上に努め
ます。

市内にある認証保育所3施設に対して、運営費補助を行いました。 市内にある認証保育所1施設に対して、運営費補助を行いました。
29年度と比べて減となった2施設は、地域型保育事業の事業所内保育事業に移行しました。

2-2 35
事業所内保育施設
の設置推進

保育・幼稚園課

現在、事業所内保育施設を設置・運
営する事業所に対し、設置費及び運
営費の補助を行っています。今後に
ついても、継続的に支援を行いま
す。

市内にある認可外保育施設としての事業所内保育施設で、愛媛労働局から助成を受けて運営している8施設に対し
て、運営費に係る上乗せ補助（愛媛労働局助成額の1/2または1/3）を行いました。平成28年度と比べて減となった2
施設は、地域型保育事業の事業所内保育事業へ移行しました。

市内にある認可外保育施設としての事業所内保育施設で、愛媛労働局から助成を受けて運営している7施設に対し
て、運営費に係る上乗せ補助（愛媛労働局助成額の1/2または1/3）を行いました。平成29年度と比べて減となった1
施設は、企業主導型保育施設へ移行しました。

2-2 36
保育園庭芝生化事
業

保育・幼稚園課

保護者・子ども・地域で協働する中
で、公立保育所園庭に芝生を植え育
て、地域でのよりよい子育て環境を
形成するとともに、子どもの豊かな
感性の醸成とコミュニケーション能
力の向上を図ります。なお、平成２
６年度までに、公立保育所８園の芝
生化を行っています。

平成26年度までに芝生化を実施した公立保育所8園の芝生の維持管理を行いました。平成29年度は、朝美保育園と八
雲保育園で冬眠している夏芝（ティフトン芝）の保護のために試験的に冬芝を植えました。今後は、芝生の生育に効
果的な冬柴を植える時期を検討しながら、芝生の管理に努めていきます。

平成26年度までに芝生化を実施した公立保育所8園の芝生の維持管理を行いました。今後も、芝生の生育に効果的な冬柴を
植える時期を検討しながら、芝生の管理に努めていきます。

3-2 67
在園児・保護者に
対する食育事業

保育・幼稚園課

認定こども園、幼稚園、保育所で
「食育計画」を作成し、給食会議の
実施、野菜や果物の栽培・収穫体
験、親子クッキング、食育に関する
保育参観、アレルギー食等に関する
個別相談を実施します。また、調理
体験、地域の高齢者等との交流等を
行うとともに、「松山市食育推進計
画」に基づき関係機関と連携を図り
ながら食育の推進を行います。

各保育所等の「食育計画」に基づき、保育士や栄養士、調理員等が連携し、野菜や果物の栽培・収穫体験、調理実
習、親子クッキング、食育に関する保育参観、育児懇談会、アレルギーに関する研修会や離乳食等に関する個別相
談、給食会議、地域の高齢者等との交流等を行いました。

各保育所等の「食育計画」に基づき、保育士や栄養士、調理員等が連携し、野菜や果物の栽培・収穫体験、調理実
習、親子クッキング、食育に関する保育参観、育児懇談会、アレルギーに関する研修会や離乳食等に関する個別相
談、給食会議、地域の高齢者等と調理活動等をとおしての食育の交流等を行いました。

4-2 89
危機管理マニュア
ルの作成（幼稚
園・学校）

保育・幼稚園課
学校教育課

市立の各幼稚園・学校で実態に応じて
作成している危機管理マニュアルにつ
いて毎年見直し・改善を行い、関係職員
への周知徹底を図るなど、幼稚園・学
校への不審者侵入や非常時に対する
対応力の向上を図ります。

実践的なマニュアルを作成するため、各学校の実態に合わせて見直しや変更を図りました。特に防災マニュアルにつ
いては、防災に関する研修会や「防災士養成講習」によって得た知識を活かすとともに、地域とも連携を図ること
で、より実践的なマニュアルの作成に努めています。平成28年度から各学校のＢＣＰ（事業継続計画）を加えて作成
しています。各学校では、それぞれの地域で想定される災害を踏まえた避難訓練を実施しました。文部科学省から平
成30年2月に「学校の危機管理マニュアル作成の手引」が作成され、今後は手引きを参考に防災マニュアルの見直し
や変更を図っていきます。

実践的なマニュアルを作成するため、各学校の実態に合わせて見直しや変更を図りました。特に危機管理マニュアル
については、防災に関する研修会や「防災士養成講習」によって得た知識を活かすとともに、地域とも連携を図るこ
とで、より実践的なマニュアルの作成に努めています。平成28年度から各学校のＢＣＰ（事業継続計画）を加えて作
成しています。各学校では、それぞれの地域で想定される災害を踏まえた避難訓練を実施しました。文部科学省から
平成30年2月に「学校の危機管理マニュアル作成の手引」が作成され、今後は手引きを参考に危機管理マニュアルの
見直しや変更を図っていきます。

4-2 91
幼保小中連携推進
事業

保育・幼稚園課
学校教育課

就学前の教育・保育施設、小学校、
中学校との円滑な接続に向け、子ど
も同士の交流活動や職員の合同研修
等を行い、教育内容や教育環境等の
充実・改善を図るとともに、子ども
の発達や学びの連続性を踏まえた教
育を推進します。

幼稚園・保育所から小学1年生、小学6年生から中学1年生の接続期にみられる問題の解消や子どもの発達段階を踏ま
えた連続的な学びを推進することで、学力向上やコミュニケーション能力の育成を目指しています。指定校2園21校
（2幼,12小,7中）、推進校11校（7小,4中）で、それぞれの地域の実態に応じたさまざまな取組が行われました。
異校種間交流を盛んに行うことによって、中学生にはリーダーシップや年長者の自覚が生まれ、小学生では、中学生
に憧れを持ち敬う気持ちが生まれています。また、園児には就学への期待が高まっています。

　幼稚園・保育所から小学1年生、小学6年生から中学1年生の接続期に見られる問題（小1プロブレム、中１ギャッ
プ）について、幼保小中の連携により、解決を図ることを目的としています。平成30年度は、研究推進校11校（小学
校7校、中学校4校）と研究指定校16校（小学校10校、中学校6校）が、それぞれの地域の実態に応じて研究や取組を
進めました。研究推進校では、系統的かつ継続した連携教育による学習指導が行われています。研究指定校では、地
区ごとの特色が生かされた研究が進むとともに、各教科の系統性を重視した学習指導が行われています。

4-2 92
幼稚園庭芝生化事
業

保育・幼稚園課

市立幼稚園では、平成２６年度まで
に、園庭芝生化を完了しました。そ
の後も引き続き、保護者や地域住民
と協力して園庭の芝生の維持・管理
を行い、教育環境の整備に努めま
す。芝生園庭で、のびのびと遊ぶこ
とにより、幼稚園を拠点とした基本
的運動習慣の構築やコミュニケー
ション能力の向上を図ります。ま
た、地域の未就園児親子にも芝生園
庭を開放し、地域のよりよい子育て
環境づくりに努めます。

平成29年度は、各園で園児、保護者、地域住民の方々と協力しながら、園舎建て替えを行った荏原幼稚園を除く市立
幼稚園4園で芝生の管理を行いました。
今後、必要に応じて、作業効率が高くサッチ（芝の刈くず）も効果的に除去できるガソリンエンジン式の芝刈り機を
購入し、芝生の管理に努めていきます。

平成30年度は、各園で園児、保護者、地域住民の方々と協力しながら、園舎の建て替えが完了した荏原幼稚園も含
め、市立幼稚園全5園すべてで、芝生の管理を行いました。
今後も必要に応じて、作業効率が高くサッチ（芝の刈くず）も効果的に除去できるガソリンエンジン式の芝刈り機を
購入し、芝生の管理に努めていきます。

4-2 93
私立幼稚園の情報
提供

保育・幼稚園課

各施設の協力を得て、利用者支援事
業と連携し、認定こども園や保育所
と同様に、各幼稚園の情報（子育て
支援課、預かり保育事業等を含む）
を収集し、他の施設の情報と併せ
て、提供できるように努めます。

市内私立幼稚園の協力を得て、認定こども園・保育所の情報と併せて、市役所別館1階福祉総合窓口内及び久米保育
園地域子育て支援センター内に設置している「保育・幼稚園相談窓口」や市のホームページで情報提供を行いまし
た。

市内私立幼稚園の協力を得て、認定こども園・保育所の情報と併せて、市役所別館1階福祉・子育て相談窓口内及び
久米保育園地域子育て支援センター内に設置している「保育・幼稚園相談窓口」や市のホームページで情報提供を行
いました。

4-2 94
松山市幼児教育研
修会

保育・幼稚園課
学校教育課

市内の保育教諭、幼稚園教諭、保育
士、小学校教諭、各療育機関等の職
員を対象に、市立幼稚園での園内研
修会やその他の研修会及び講演会を
実施し、市内幼児教育関係者の資質
向上と異校種間の研修交流の機会と
し、市内幼児教育の充実を図りま
す。

市内の幼稚園教諭、保育士、保育教諭、小学校教諭、療育機関職員等を対象に松山市幼児教育研修会（講演会2回、
実技研修会1回、園内研修会15回、園内研修会前後に自由参観期間設定）を開催し、市内幼児教育関係者の資質向上
と、公私立間、意校種間の交流による幼児教育の充実に努めました。
平成29年度から園内研修会会場園に公立保育所、愛媛大学教育学部附属幼稚園が加わったことで、参加園の選択肢が
増え、連携強化にもつながりました。

市内の幼稚園教諭、保育士、保育教諭、小学校教諭、療育機関職員等を対象に松山市幼児教育研修会（講演会2回、
実技研修会1回、園内研修会15回、園内研修会前後に自由参観期間設定）を開催し、市内幼児教育関係者の資質向上
と、公私立間、意校種間の交流による幼児教育の充実に努めました。

4-2 95
松山市幼児教育連
絡協議会

保育・幼稚園課
学校教育課

市立・私立幼稚園長、公立・私立保
育園長、教員養成機関関係者、ＰＴ
Ａ等が松山市の幼児教育の在り方、
市立幼稚園のあり方等について話し
合い、幼児教育の充実を図ります。
（適宜開催）

松山市幼児教育研修会の集録を配布することにより、現状報告をしました。（1回） 松山市幼児教育研修会の集録を配布することにより、現状報告をしました。（１回）
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推進施策 通番 事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 【参考】平成29年度実施状況 平成30年度実施状況

4-2 100
危機管理マニュア
ルの作成（公立保
育所）

保育・幼稚園課

危機管理マニュアルを各公立保育所
で状況に応じ適時見直しを行い、よ
り実効的なものになるようにしま
す。

近年の災害事例を踏まえ、策定している危機管理マニュアルを、各保育所等で状況に応じ、より実効的なものになる
よう適時見直しを行いました。

近年の災害事例を踏まえ、策定している危機管理マニュアルを、各保育所等で状況に応じ、より実効的なものになる
よう適時見直しを行いました。

4-2 101
保育教諭及び保育
士の研修事業【再
掲】

保育・幼稚園課
推進施策【２－２】
通番30参照

4-2 102
保育園庭芝生化事
業【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【２－２】
通番36参照

5-4 119
庁内託児室「キッ
ズルーム」の設置

保育・幼稚園課

子ども連れでも安心して市役所の各
種手続きをしていただくために、庁
舎内託児室「キッズルーム」を設置
しています。

各種申請手続き等のために来庁された方の子ども（対象：1歳からの未就学児）を、一時的にお預かりしています。
平成29年度は、延べ1,160人の利用がありました。

各種申請手続き等のために来庁された方の子ども（対象：1歳からの未就学児）を、一時的にお預かりしています。
平成30年度は、延べ1,152人の利用がありました。

6-2 138
子育て支援サービ
ス利用料の助成
【再掲】

子育て支援課
推進施策【２－１】
通番23参照

6-2 139
認定こども園【再
掲】

保育・幼稚園課
推進施策【１－１】
通番 1参照

6-2 140 幼稚園【再掲】 保育・幼稚園課
推進施策【１－１】
通番 2参照

6-2 141 保育所【再掲】 保育・幼稚園課
推進施策【１－１】
通番 3参照

6-2 142
家庭的保育【再
掲】

保育・幼稚園課
推進施策【１－１】
通番 4参照

6-2 143
小規模保育【再
掲】

保育・幼稚園課
推進施策【１－１】
通番 5参照

6-2 144
居宅訪問型保育
【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【１－１】
通番 6参照

6-2 145
事業所内保育【再
掲】

保育・幼稚園課
推進施策【１－１】
通番 7参照

6-2 146
事業所内保育施設
の設置推進【再
掲】

保育・幼稚園課
推進施策【２－２】
通番35参照

7-2 158
危機管理マニュア
ルの作成（公立保
育所）【再掲】

保育・幼稚園課
推進施策【４－２】
通番100参照

7-2 159

危機管理マニュア
ルの作成（幼稚
園・学校）【再
掲】

保育・幼稚園課
学校教育課

推進施策【４－２】
通番89参照

7-3 162

危機管理マニュア
ルの作成（幼稚
園・学校）【再
掲】

保育・幼稚園課
学校教育課

推進施策【４－２】
通番89参照

8-3 179

認定こども園、幼
稚園、保育所等で
の障がい児保育の
充実

保育・幼稚園課

研修等を通じて、障がい児に対する
理解を深め、職員の資質向上を図り
ます。保護者や関係機関と連携し
て、子どもの育ちを共に見守りま
す。

保育所等を利用していたり、今後利用を予定している、発達が気になる子どもや特別な配慮を有する子ども、その保
護者に対して、保育・幼稚園課の発達相談担当保育士が各園を巡回したり、主治医や療育機関や各関係機関とも連携
を図りながら支援方法について話し合いを行いながら支援を行いました。
また市内40か所で障害児保育事業を実施しており、各園の担当保育士等に対しては、障がい児保育実践研修（合計5
回）により、保育の質の向上に努めました。

保育所等を利用していたり、今後利用を予定している、発達が気になる子どもや特別な支援を要する子ども、その保
護者に対して、保育・幼稚園課の発達支援担当保育士が各園を巡回したり、主治医や各関係機関とも連携を図り、支
援方法について話し合いながら相談支援を行いました。
また市内43か所（公私立保育所・認定こども園・地域型保育実施施設）で障がい児保育事業を実施しており、各園の
担当保育士等に対しては、発達支援実践研修（合計5回）により、保育の質の向上に努めました。

9-1 195
私立幼稚園就園奨
励費補助事業

保育・幼稚園課

園児の保護者に対し、保育料等の減
免を実施している幼稚園の設置者へ
補助金を交付することにより、保護
者の経済的な負担の軽減を図りま
す。（子ども・子育て支援新制度に
移行しない幼稚園を利用する場合に
限る）

新制度の適用を受けない私立幼稚園に通園する子どもの保護者に対して、入園料、保育料の減免を実施する私立幼稚
園設置者に、減免に充当するための補助金を交付することで、家庭の教育費負担を軽減し、幼児教育の一層の普及を
図りました。
平成29年度は、新制度の幼稚園や認定こども園への移行により、対象となる保護者数及び補助額は減少しましたが、
低所得世帯、多子世帯等への補助上限額を引き上げ、保護者の経済的な負担軽減に努めました。
　○ 対象保護者 　　3,702人
　○ 補助金総額　 396,750千円

新制度の適用を受けない私立幼稚園に通園する子どもの保護者に対して、入園料、保育料の減免を実施する私立幼稚
園設置者に、減免に充当するための補助金を交付することで、家庭の教育費負担を軽減し、幼児教育の一層の普及を
図りました。
平成30年度は、新たに満3歳児まで対象を拡大し、保護者の経済的な負担軽減に努めました。
　○ 対象保護者 　　3,213人  （うち満3歳児  309人）
　○ 補助金総額　 337,025千円（うち満3歳児　21,207千円）
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